
原子力発電所の事故に係る
中小企業者の方々への影響について

平成23年４月15日
中小企業庁

【中小企業庁職員の出張報告、中小企業団体の方々からの情報提供等を元に作成】
（現時点で把握する情報等を元に作成しており、今後、影響等の内容は変更があり得る。）



１．避難区域の産業・雇用の状況

１．避難指示等が出されている区域の存在する市町村※には、約８千の企業・個人事業者が存在
し、約６万人が働いている。業種別の雇用は、建設業で約２０％、卸売・小売業で約１９％、製
造業で約１８％、医療福祉で約１０％となっており、福島県全体と比較すると、 建設従業者の
割合 が高い傾向にある（福島県の建設従業者の割合は約１１％）。

（参考）福島県には、約８万の企業・個人事業者が存在し、約６９万人が働いている。

２．これらの市町村では、小規模な事業所が大宗となっている。

（参考）従業者数が３０人未満の事業所の割合：９４．６％

資料：総務省「平成２１年経済センサス」

総数 農林漁業 建設業 製造業
卸売業，
小売業

宿泊業，
飲食サービ

ス業

医療，福
祉

その他
サービス

業等

１２市
町村

企業数（社）
業種別割合（％）

7,921 93 1,382 751 2,119 877 385 2,314

(100.0) (1.2) (17.4) (9.5) (26.8) (11.1) (4.9) (29.2)

従業者数（人）
業種別割合（％）

59,385 1,288 11,742 10,636 11,049 4,422 5,628 14,620

(100.0) (2.2) (19.8) (17.9) (18.6) (7.4) (9.5) (24.6)

福島
県

企業数（社）
業種別割合（％）

75,996 596 10,929 6,459 19,224 9,835 4,002 24,951

(100.0) (0.8) (14.4) (8.5) (25.3) (12.9) (5.3) (32.8)

従業者数（人）
業種別割合（％）

685,040 9,195 77,129 115,915 169,404 62,040 69,820 181,537

(100.0) (1.3) (11.3) (16.9) (24.7) (9.1) (10.2) (26.5)

全国

企業数（社）
業種別割合（％）

4,469,860 25,714 520,258 450,514 1,056,026 604,562 271,979 1,540,807

(100.0) (0.6) (11.6) (10.1) (23.6) (13.5) (6.1) (34.5)

従業者数（人）
業種別割合（％）

54,200,201 345,316 4,234,033 9,905,286 11,434,640 4,991,263 4,797,325 18,492,338

(100.0) (0.6) (7.8) (18.3) (21.1) (9.2) (8.9) (34.1)

業種別の企業数及び従業者数

福島第二
原子力発電所

福島第一
原子力発電所

南相馬市
飯舘村

川俣町

浪江町葛尾村

田村市
大熊町

川内村

広野町

楢葉町

富岡町

双葉町

※福島第一原子力発電所の２０ｋｍ圏内、
福島第二原子力発電所の１０ｋｍ圏内、

計画的避難区域を含む１２市町村を集計。
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２．避難区域の地域特性

１．避難指示等が出されている市町村には、約２１万人が居住しており、多くの市町村は、福島市
や郡山市、いわき市といった都市圏に組み込まれておらず、多くの住民は地場で働いている。

２．このため、区域外に移転することとなった場合には、事業者やそこで働く住民の方々にとって
は、一からの事業や生活の再構築を迫られることになり、非常に困難な状況となることが予想
される。

※ 都市雇用圏とは、おおむね①人口集
中地区の人口が1万人以上、
②周辺市町村から中心市町村へ
の通勤率（通勤者数／就業者数）
が10％以上の圏域であり、単一の
市町村を超えて形成される通勤圏
を表す。このような都市雇用圏は
我が国全体で251ある。

（資料）都市雇用圏ホームページより作成。
http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/UEA/index.htm

福島県における都市雇用圏（2005年）
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いわき市36.0万人
59/251位

会津若松市24.6万人
78/251位

福島市40.8万人
52/251位

白河市9.7万人
163/251位

郡山市54.8万人
36/251位

二本松市6.3万人
201/251位

原町市（現・南相馬市）
7.3万人 194/251位

30万人以上

10万人未満

10万人以上
30万人未満

都市雇用圏人口

福島第一
原子力発電所

福島第二
原子力発電所



３．避難区域に存在する特徴ある事業者

１．避難指示等が出されている市町村においては、特定の化学製品、部品等
の分野においてシェアが高い企業が存在し、当該企業の事業活動の継続が
困難となる場合には、自動車やエレクトロニクス等のサプライチェーン全体に
影響が波及するおそれもある。

２．また、従業員数百人規模の事業所も存在している。
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４．原子力発電所の事故による中小企業への影響

（１）避難指示区域や屋内待避指示区域に立地している中小企業は事業の継続が
著しく困難となっており、先行きの見通しも立たないなど非常に大きな影響を受
けている。

【中小企業等の声】

＜事業活動が行えないことによる影響＞
①原発のある大熊町で生業を営んでいた事業者だが、避難して、何もできず無収入の状態。既往債務もあり、先が見

えない状況。（大熊町商工会）
②原発20㎞圏内に立地する企業経営者は、一体いつになったら戻ることができるのかと日々考えている。原発20㎞か

ら30㎞までの企業は実質的に営業ができない。30㎞圏外では、大分、企業が現地に戻りつつあるが、実際の
営業は難しい面がある。取引先から違約金の請求がされないか心配。（福島県中小企業家同友会）

③30km圏内の企業では、社員が各地に避難していることもあって、事業活動ができない状況。仕上がった製品も浪
江町、葛尾村、大熊町の企業への納品が多く、売掛の請求もできず、収入が途絶えることが間違いない。（福
島県屋外広告美術（協））

＜事業用資産の価値の毀損に係る影響＞
④新学期が始まる時期に合わせて、洋服屋では大量の制服を仕入れていたが、これをそのままにして避難をしてきた。

今後、この大量の制服は商品として売ることはできるのか。工場の中の設備についても、同様の心配がある。
（大熊町商工会）

⑤避難指示が長期にわたり解除されず、元の場所で事業が行えないことが心配。この場合において、土地や建物等
の価値は無くなったも同然ではないか。（大熊町商工会）

＜将来の見通しが立たないことによる影響＞
⑥避難指示区域が将来的に広がってくることが心配で、復興に向かって新規投資等が行えない状況にある。（相馬商

工会議所）
⑦原発20kmから30kmまでの企業の生産拠点が他の地域に移転してしまい、雇用や地域経済に影響が生じることを

懸念。（原町商工会議所） 4



（２）被災地域周辺で生産された商品では、広く安全性への不安が拡大。観光業に
おいても、風評被害が広がっている。国内の業者が被災地域への輸送を断る
ケースもある。

【中小企業等の声】

＜福島産品に係る風評被害＞
①「福島県」と書いてあるだけで商品（味噌）が返品になっている。(郡山商工会議所)
②流通業者から喜多方で製造したラーメンは不要といわれている。米もいらないと言われていると聞いている。

（会津喜多方商工会議所）
③最大の懸案は、産業が立ち直ったときに、県外・国外で福島県産のものを買ってくれるかという不安。（いわき商工

会議所）
④特産品の干し芋等が取引をキャンセルされている。干し芋は来年用の苗床を春に作るので、収穫できるのか心配。

（ひたちなか商工会議所）
⑤昨年収穫した原発事故と無関係な米までが、都内スーパーからは従来からの継続的な取引が打ち切られた。（福島

県中小企業家同友会）

＜観光に係る風評被害＞
⑥市内のホテル、旅館が軒並みキャンセルされており、大幅な従業員解雇も行われている。（会津若松商工会議所）
⑦原発事故により予約の全てがキャンセルとなり、雇用調整を始めている。（磐梯熱海温泉旅館（協））
⑧組合員の旅館ではキャンセルが相次ぎ先が見えない状況。資金繰りも相当悪化しているところも出てきている。（芦

ノ牧温泉旅館（協））

＜風評被害による物流の障害＞
⑨工作機械をリースする場合、福島の企業は、買取を要求されている。（郡山商工会議所）
⑩トラックが来てくれないため、原材料が入手できない、製品が出荷できないとの相談あり。（福島県商工会連合会）
⑪原発の風評被害で、企業間の物流が停滞して、資材が市内まで届かない。（いわき商工会議所）

４．原子力発電所の事故による中小企業への影響
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（３）福島県で生産された商品等に対して、取引先から安全性の検査・確認が求
められている。海外取引先への輸出では、福島産かどうかにかかわらず、検
査等が要求されるケースが出てきている。

【中小企業等の声】

＜国内取引先から検査等が求められた例＞
①工業製品等を使用することに対して、健康に害はないのかと住宅メーカーから疑問が投げかけられ、安全性の証

明書の添付を求められている。（福島県木材共同組合連合会）
②問屋から安全証明のない商品は取引できないといわれ、スーパーからも取引を拒否された。（福島県・漬物製造

業）
③放射線に汚染されていない旨の証明がない限り、船への製品の積み込みを拒まれるケースが出てきている。（愛知

県・工作機械製造業）
④加工食品であるにも関わらず、路地野菜と同様の放射線汚染を疑われ、出荷の際、証明書の提出を打診された。

（福島県味噌醤油工業協同組合）

＜海外取引先から検査等が求められた例＞
⑤繊維製品の輸出に際して、ドイツ、中国の取引先から、非放射線汚染の検査・確認が必要であると言われている。

（日本繊維輸出組合（大阪府内の組合員企業））
⑥フランス、アジア諸国の取引先から、非放射線汚染証明を求める問い合わせが入ってきている。（大阪府・化粧品

原料メーカー）
⑦外壁用タイルを台湾へ輸出しようとしたところ、取引先から放射線量の証明を要求された。（愛知県・タイル製造業）
⑧フランスの取引先から、先方の従業員に不安感があるため、製品に心配はないということを周知する目的で、放射

線に汚染されていない証明を求められた。（大阪府・繊維製品製造業）
⑨福島県内のある自動車部品メーカーでは、輸出に際して、自前で放射線の影響に関する証明を行っている。（福

島県中小企業家同友会）

４．原子力発電所の事故による中小企業への影響
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５．これまでの支援策
（１）資金繰り支援

当面の資金繰り支援策として制度や体制の拡充とともに、出張相談会を開催。

１．信用保証協会の財務基盤強化

被災地の保証協会が当面の運転資金や設備資金のニーズに対して積極的に保
証を行えるよう、各保証協会の財政状況を踏まえ、福島県の協会に３０億円（岩手、
宮城と合わせ総額７５億円）の無利子貸付を実施（全国信用保証協会連合会の基
金を活用）。

２．被災地における出張相談会（金融相談）の開催

３月下旬より、地元の自治体や商工会等と連携し、日本公庫、商工中金、信用保
証協会が被災地において中小企業を対象とし、福島県内１１市町（いわき市、相馬
市等）において出張相談会を開催（既に２８回開催済み）。

【既に講じている資金繰り支援等】
（１） ２３年度上期のセーフティネット保証については、対象業種を原則全業種（８２業

種）に拡大して実施中。
（２）震災の激甚災害指定等に伴い災害関係保証、災害復旧貸付を発動。
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（２）被災した施設の再建と事業の再開に向けた取組

１．中小企業基盤整備機構が、現地支援拠点「中小企業震災復興・原子力災害対
策支援センター」を設置。

所在地：コラッセ福島５階

（福島県福島市三河南町１番20号(JR福島駅より徒歩3分））

電話：０９０－５７６３－６３５５

※仙台、盛岡においても、「中小企業復興支援センター」を設置。

２．仮設店舗・仮設工場の整備

（１）震災により大きな被害を受けた地域において、早急に仮設店舗・仮設工場の整
備を行う。

（２）このため、具体的なニーズの把握と設計準備調査を実施するため、福島県に中
小企業基盤整備機構の職員計１３人（建築士、技術士等の専門家を含む）を４月１０日
より派遣（４月１０日～）。同時に、中小企業庁職員（経営支援部長）、東北経済産業局
職員も派遣し、自治体等との調整を担当。今後も自治体等と連携を取り、要請等に応じ、
派遣を行う。

【これまでの福島県内派遣先】 田村市、飯舘村、いわき市、相馬市、郡山市、二本松市、
会津若松市、須賀川市、本宮市、鏡石町、白河市、伊達市、矢吹町
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（３）輸出時の風評被害への対応

福島原子力発電所の事故を受け、各国から日本製の鉱工業製品に対する懸念
が広がっていることから、外交ルートで働きかけるとともに、事業者に検査機関を
紹介。

１．各国への働きかけ

各国・地域の関係当局が過剰に反応し、科学的根拠に基づかない形で商品

忌避や過度な検査要求がなされないよう、個別に働きかけを実施。

２．国内での取組

輸出向け鉱工業製品に対する風評被害に対して、以下の取組を実施。

（１）JETROにて、諸外国の動向を現地で調査し、ＨＰで情報提供するとともに、ト
ラブルが発生した際の対応などについて緊急相談窓口や全国36ヶ所の貿易
情報センターで個別に企業の相談に対応。

（２）放射線量の検査機関を紹介（福島県テクノプラザ（福島県郡山市）にて実施）。

（３）各地の商工会議所による、簡便な形での証明書発行の取組を事業者に周知。

（４）日本貿易保険（ＮＥＸＩ）が、貨物の輸入制限・禁止等による損失が貿易保険
によってカバーされる事例を周知するとともに、震災復興支援ダイヤルを設置。
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（４）被災中小企業に対する相談・広報の展開

１．商工会・商工会議所の相談機能の強化

被災地において独力での相談対応が困難となっている商工会・商工会議所

に対し、中小企業支援ネットワーク強化事業（平成23年度事業）を活用して、相談

員（中小企業診断士、企業ＯＢ等）を派遣している。全体では合計３７９名の相談員

が登録されており、今後とも要請に応じ派遣を行う。

【当面の予定】 ４月１１日より、福島商工会議所に対して派遣を実施。
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原発事故による経済被害の状況と支援等の現状について(乗合バス事業) 
 

１．福島県沿岸部に路線を有する乗合バス事業者は以下の２者（これ以外にコミュニテ

ィバス１者あり）である。３０キロ圏内の路線は現在運行休止中であり、また、２０

キロ圏内で営業する新常磐交通においては、乗合バス車両が２８両置き去りとなって

いる。 

 

Ｈ２１年度

車両数 営業収入（千円）

福島交通㈱ 382 2,597,741

新常磐交通㈱ 173 886,573

㈲はらまち旅行※ 1 5,264

※コミュニティバス 556 3,489,578  

 

 

 

 

２．（１）福島原発周辺地域に存する営業所及び所属車両数は下記参考の通り。 

（２）上記２者の路線バスは３０キロ圏の内外にわたって走行しており、また、 

３０キロ圏外においても自主避難により住民が著しく減少していることか 

ら、損害額の精査が必要。 

（３）その他、３０キロ圏内にて乗合タクシー事業者として４者が運行。 

 

３．また、原発事故の早期収束の見通しが立たないことへの懸念から、上記営業所のみ

ならず更に広範な地域において、自主避難等の影響によりバス事業者の利用者数が減

少している模様。 
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〈参 考〉関連営業所の車両数及び営業収入 

事業者 営業所 住所
車両数

（両）

営業収入

（千円）

福島第一原発か

らの距離

原町営業所 福島県南相馬市原町区雫字上江 7 ２０～３０キロ圏内

北営業所 福島県浪江町大字高瀬字堀内 20 ２０キロ圏内

富岡営業所 福島県富岡町本町 7 ２０キロ圏内

㈲はらまち旅行 本社 福島県南相馬市原町区牛来字石橋 1 5,264 ２０～３０キロ圏内

いわき中央営業 福島県いわき市鹿島町上蔵持字鈴ノ沢 117 ３０～５０キロ圏内

上遠野営業所 福島県いわき市遠野町上遠野字本町 6 ５０～７０キロ圏内

湯本営業所 福島県いわき市常磐下船尾町宮下 15 ３０～５０キロ圏内

小野営業所 福島県田村郡小野町大字谷津作字平館 10 ３０～５０キロ圏内

川俣営業所 福島県伊達郡川俣町大字飯坂字中道 9 ３０～５０キロ圏内

船引営業所 福島県田村郡船引町大字船引中子縄 19 ３０～５０キロ圏内

相馬営業所 福島県相馬市中村字錦町 16 ３０～５０キロ圏内

郡山支社 福島県郡山市向河原 53 ５０～７０キロ圏内

須賀川営業所 福島県須賀川市字台 34 ５０～７０キロ圏内

石川営業所 福島県石川郡石川町大字双里字七鍬石 21 ５０～７０キロ圏内

二本松営業所 福島県二本松市上竹 24 ５０～７０キロ圏内

福島支社 福島県福島市東浜町 143 ５０～７０キロ圏内

梁川営業所 福島県伊達市梁川町字東塩野川 14 ５０～７０キロ圏内

ＪＲバス関東㈱ いわき支店 福島県いわき市平下神谷字天神 15 390,949 ３０～５０キロ圏内

新常磐交通㈱ 174,250

○乗合バス

※営業収入は１両平均収入額から推計

JRバス関東㈱は高速バス路線

707,250

2,332,743

新常磐交通㈱

福島交通㈱

 

事業者 営業所 住所
車両数

（両）

営業収入

（千円）

福島第一原発か

らの距離

㈲わかばタクシー 本社 福島県双葉郡浪江町大字権現堂字塚越 4 6,157 ２０キロ圏内

㈲観光タクシー 本社 福島県双葉郡浪江町大字幾世橋字田中前 2 914 ２０キロ圏内

㈱なみえタクシー 本社営業所 福島県双葉郡浪江町大字権現堂字蔵役目 2 5,578 ２０キロ圏内

㈱常交相双タクシー 本社営業所 福島県双葉郡大熊町大字下野上字大野 4 15,835 ２０キロ圏内

543 3,638,940

○乗合タクシー
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原発事故による経済被害の状況と支援等の現状について(貸切バス事業) 

 
１．貸切バス事業者は、道路運送法で定めるところによりそれぞれの「営業区域」にお

いて貸切運送事業を実施（原則県単位）。避難区域及び屋内退避区域を営業区域に含

む貸切バス事業者は、計１０５事業者（平成２０年度営業収入１０８億円）である。

３０キロ圏内はほとんど営業できていない。 

また、２０キロ圏内の事業者については車両が区域内に置き去りとなっている模様。 

 

事業者名 所在地
原発から

の距離

車両数

（両）

営業収入

（百万円）

福島県内の貸切バス事業者　合計 105者 1,215 10,809

30キロ圏内　計 6者 85 1,126

20キロ圏内　計 4者 61 718

新常磐交通㈱　北営業所 双葉郡浪江町 20キロ圏内 28 420

　　　　　　　　　　富岡営業所 双葉郡富岡町 20キロ圏内 7 105

浜通り交通㈱ 双葉郡楢葉町 20キロ圏内 9 61

㈲ウィンズトラベル 双葉郡楢葉町 20キロ圏内 12 98

㈲三栄交通 南相馬市小高区 20キロ圏内 5 34

㈱昭和観光バス　本社営業所 南相馬市原町区 20-30キロ圏内 7 117

㈲はらまち旅行　本社営業所 南相馬市原町区 20-30キロ圏内 17 291

※ 営業収入は平成２０年度実績から推計  

 
２．また、原発事故の早期収束の見通しが立たないことへの懸念等により、福島県以外

の広範な地域においても、外国人をはじめ観光需要が大きく減少し、貸切バス事業者

の売り上げも減少している模様。 

 

局 別
事業者数

(者)

予約台数

(台)

キャンセル

台数(台)

キャンセル

率(％)

北海道 5 751 255 34.0

東北 3 772 587 76.0

関東 3 4,595 3,350 72.9

北陸信越 8 2,988 1,276 42.7

中部 3 5,584 2,396 42.9

合計 22 14,690 7,864 53.5

※ 平成２３年３月１１日から４月３日までの大手会社の実績

日本バス協会調べ

東北地方太平洋沖地震によるキャンセル状況

 
 

３．震災以降、福島原発周辺地域からの避難住民の移送を行うため、３月 

１１日～１２日に貸切バス１２１台、３月１４日に７台が出動。（７台は現在も引き
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続き現地にて活動中）
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原発事故による経済被害の状況と支援等の現状について(タクシー事業) 

 

●損害を受けている地域における当該事業の概況 

タクシー事業者は、道路運送法で定めるところによりそれぞれの「営業区域」におい

て運送事業を行っている。福島第一原発から半径３０km 圏内に営業区域の一部が含まれ

ている営業区域におけるタクシー事業の概況は下記のとおり。 

 
事業者数 車両数 従業員数 H21年度総営業収入

【H23.3.10】【H23.3.10】【H21年度末】 （百万円）

原町交通圏 7 60 92 293

双葉郡 9 86 145 591

田村郡 4 44 58 151

いわき市 23 438 646 2,344

43事業者 628両 941人 3,379百万円

営業区域名

 
また、原発事故の早期収束の見通しが立たないことの懸念から、上記営業区域のみなら

ず広範な地域において、人の動きが減り、タクシー事業者の売り上げが減少している模

様。 

 

●現時点で把握している損害の概況・個別事例 

現在営業を行っていない事業者の状況は下記のとおり。 

事業者名 住所
原発から
の距離

営業
状況

車両数
【H23.3.10】

H21年度営業収入
（百万円）

平和タクシー㈱ 南相馬市原町区 25km × 16 92

原町自動車㈱ 南相馬市原町区 25km × 12 102

昭和自動車交通㈱ 南相馬市原町区 25km × 8 49

㈱三和商会 南相馬市小高区 16km × 5 9

㈲冨士タクシー 南相馬市小高区 16km × 6 8

小高観光タクシー 南相馬市小高区 16km × 6 12

㈲わかばタクシー 双葉郡浪江町 9km × 7 50

浪江運送㈲ 双葉郡浪江町 9km × 6 44

㈱なみえタクシー 双葉郡浪江町 9km × 11 41

㈲観光タクシー 双葉郡大熊町 4.5km × 15 96

㈱常交相双タクシー 双葉郡大熊町 4.5km × 22 148

㈱丸宮タクシー 双葉郡富岡町 9.5km × 20 143

川内タクシー 双葉郡川内村 22km × 2 1

㈲楢葉タクシー 双葉郡楢葉村 14km × 7 28

広野タクシー㈲ 双葉郡広野町 22km × 7 41

－ 150 864計１５社  

なお、営業を継続している事業者においても、経済被害が発生している可能性がある。 

●当該損害に対してこれまでに講じられた対策 

福島第一原発双葉郡

原町交通圏

田村郡

いわき市
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なし 
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原発事故による経済被害の状況と支援等の現状について(レンタカー事業) 

 
１．福島県内におけるレンタカー事業の状況は下記のとおり。 

 

    事業者数  ：    ３０８事業者 

車両数  ：  ９，２４０両  

    総営業収入：１１，９４７（百万円） 
    ※総営業収入については、全国規模大手３社の福島県内における、 

車両１両あたりの年間営業収入を福島県内の車両数に乗じて推計。 

 
 

２．上記のうち、半径３０km 圏内にかかる市町村に事務所を有する、 

事業者は下記のとおり。（営業状況については現在のところ不明） 

 

原発からの 

距離圏 
市町村 事業者数 車両数 

営業収入 

（百万円） 

浪江町 7 30 38 

双葉町 0 0 0 

大熊町 6 110 142 

富岡村 3 4 5 

南相馬市 8 76 98 

田村市 7 33 42 

楢葉町 3 6 7 

葛尾村 0 0 0 

川内村 0 0 0 

半径２０㎞圏内 

にかかる市町村 

広野町 0 0 0 

いわき市 71 987 1,276 半径３０㎞圏内 

にかかる市町村 飯舘村 0 0 0 

合計 105 1,246 1,608 
※営業収入については、全国規模大手３社の福島県内における、 

車両１両あたりの年間営業収入を各市町村内の車両数に乗じて推計。 

 
３．原発事故の早期収束の見通しが立たないことへの懸念から、３０㎞圏内のみならず、

圏外の地域においても住民の自主避難により人口が大きく減少していること等から、

３０㎞圏外の事業者についても大きく売り上げが減少している模様。 
 



１．損害を受けている地域における当該事業の概況

（１）原発３０㎞圏内に営業所を有する事業者数

事業者数（者）

２０㎞圏内 48

２０～３０㎞圏内 51

合　　　計 99

（２）前年売上高（推計）

１事業者平均 ： 204,017千円（年間）

　※３８事業者の平均

２．現時点で把握している損害の概況・個別事例

・事業者数９９者のうち、営業を休止している事業者は、５１者

　　（残り４８者の営業状況は、現在確認中）

・営業休止による被害額（推計）

　　約１００億円（年間）

　＜参考＞被害額推計

　　　204,017千円（前年売上高  １者平均）　×　５１者　＝　10,404,887千円　

３．当該損害に対してこれまで講じられた対策

特になし

原発事故による経済被害の状況と支援等の現状について（トラック事業）

・このほか、営業継続中の事業者においても、発注減に伴う売上減等の被害
　が発生している可能性あり。

（３）これらの地域外においても、放射線量の検査対応、風評被害等に関する被害
　を受けている事業者が存在する可能性あり。

6
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原発事故による経済被害の状況と支援策等の現状について

（自動車整備事業）

●損害を受けている地域における当該事業の概況

屋内退避区域（３０キロ圏内）は、①約９０事業者、②昨年度の売上高約４２億円、

うち避難区域（２０キロ圏内）は、①約６０事業者、②昨年度の売上高約３０億円

である。

●現時点で把握している損害の概況・個別事例

・ 屋内避難区域の自主避難、避難区域の避難により住民が著しく減少していること

から、事業者は、ほぼ休業状態となっており、この１ケ月で３０キロ圏内約３億５

千万円、うち２０キロ圏内約２億５千万円の売上げ減が発生する模様。

・ 自動車排出ガス測定検査機器等の精密機器が放射能に汚染された場合には、水に

よる除汚は困難であることが考えられることから、損害の発生が考えられるが、現

時点での損害額は不明

・ 屋内退避区域外の整備事業においても、自主避難等の影響による自動車整備需要

の減少、区域内の部品工場の操業停止による補修部品不足により、全国的にも整備

売上げ減等の損害がある。

●当該損害に対してこれまでに講じられた対策

特になし
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原発事故による経済被害の状況と支援等の現状について（自動車販売業） 
 

 

●損害を受けている地域における当該事業の概況 

 

 （１）新車ディーラー（(社)日本自動車販売協会連合会 会員企業） 

30 ㎞圏内  23 社（うち 20 ㎞圏内 8 社）全て休業中 

 

 （２）中古車ディーラー（(社)日本中古車販売協会連合会 会員企業） 

    30 ㎞圏内   7 社（うち 20 ㎞圏内 2 社）全て休業中 

 

 

●現時点で把握している損害の概況・個別事例 

 

 （１）営業停止による被害（逸失利益）が発生している。 

（参 考） 

     中販連の被災事業所（7社）における通常の売上高及び販売台数 

        売上高：1ヶ月 約 2億 5,000 万円 

        販売台数：1ヶ月 約 200 台 

 

 （２）原発事故による放射能漏れが原因で、以下のような風評被害が発生。 

   ・福島ナンバーの中古車の売買が敬遠される 

   ・購入者からの納車拒否や値引き要求 

・納車ルートが一部 30 ㎞圏内を通ったことにより、放射能汚染されていないことの

証明を求められる 

 

 （３）この他、原発事故の早期収束の見通しが立たないことの懸念から、上記の他にも

自動車販売台数が減少し、売り上げが減少している模様。 

 

 

●当該損害に対してこれまでに講じられた対策 

 

   特になし   
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平成 23 年 4 月 14 日

海事局

原子力災害による経済被害について

【船舶産業】

１．損害を受けている地域における船舶産業の概況

福島第一原子力発電所より半径 20km 圏内に、造船事業者及び舶用

工業事業者は存在せず。

なお、福島県内の造船事業者は１１社、従業員合計６６名、売上高

合計４．３億円（平成２２年）。舶用工業事業者は１０社、従業員合

計８１９名、売上高合計１４５億円（平成２１年）。

本件は海外からの風評被害のため、全国の船舶産業に影響が出てい

る。

２．現時点で把握している損害の概況・個別事例

①船舶放射性物質確認鑑定

日本国内で建造する船舶、及び、製造する舶用機器に対し、海外

の発注者から原子力発電所からの距離に関わらず、放射性物質によ

る汚染が無いことの証明が求められる事例が発生している。

②海外製品輸入に伴う技術者の来日拒否

船舶の建造には多種多様な機器が必要であるが、その中には、海

外から輸入され、国内造船所で船舶への搭載が行われるものがある。

しかしながら、今回の原子力災害により、機器の据付、メンテナン

ス等を行う技術者が来日を拒否する事例が発生している。

このため、建造中の船舶を海外に回航した上で、機器の設置を行

わなければならない事態が生じている。

３．当該損害に対してこれまでに講じられた対策

２．①に関して、（財）日本海事協会が、４月１日より、船主から

我が国造船所で建造する新造船への放射線量鑑定の求めがあれば、

確認書を発行している。
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【内航海運業・旅客船事業】

１．損害を受けている地域における当該事業の概況（平成 21 年度）

① 福島県沖を通過する旅客船事業の概要

２社（年間輸送人数約 34 万人、航送台数約 42 万台、営業収益約 222
億円）

② 福島県沖を通過する内航海運業の概要

調査中（参考：内航海運業全体 輸送量約 1671 億トンキロ、3494
社、営業収益約 5554 億円

※
）※営業収益のみ平成 19 年度。報告の

あった 792 社の合計。

③ 福島県内で営業する旅客船事業の概要

４社（輸送人数約 15 万人、営業収益約２億円）

２．現時点で把握している損害の概況・個別事例

① 福島県沖を通る航路について航路迂回を強いられており、運航距

離・時間の増加に伴うコスト（燃料費、用船料、船員費等）が発生

している。（例えば、フェリー事業者Ａ社は事故発生前に比べ燃料費

が年間約６千万円以上の増加、ＲＯＲＯ船事業者Ｂ社は燃料費が年

間約６千万円以上の増加が見込まれている。）

② 風評被害による観光客の減少により、旅客船事業者の売上が大幅

に減少している。（例えば、旅客船事業者Ｃ社は事故発生後は運航休

止せざるを得ない状況に追い込まれており、年間約１億円の減収が

見込まれている。）

③ 今後発生し得るコストとして、風評被害として入港拒否にあった

場合のコスト、船舶が被曝した場合の除染コスト等が想定される。

３．当該損害に対してこれまでに講じられた対策

特になし

【外航海運】

１．損害を受けている地域における当該事業の概況

本件は海外からの風評被害のため、日本に寄港する外航船全体に影響

が出ている。



- 3 -

２．現時点で把握している損害の状況

① 海外の港において、日本発の船舶・コンテナに関し、放射線測

定を実施する動きが強化されつつあり、実際に入港拒否されている

事案が生じている。これらに関し、除染費用、放射線量測定費用、

追加の船舶使用料、燃料費、船員費等が生じている。

（事案）

日本船社のコンテナ船が、中国のアモイ港に入港する際に放射

線量が高い事を理由に入港が認められず、日本に一旦戻った。日

本での除染の後、再び香港に入港しようとしたが、香港当局によ

る再検査が行われ、入港が認められるまで港外で待機を求められ

た。（なお当該船舶は 3 月 16 日に福島第一原子力発電所沖 124km
を航行している。）

② 南相馬市原町港において、外航船が津波により防波堤内で座礁

したが、屋内退避指示区域内であるため、サルベージ作業に着手で

きずに放置されている。屋内退避指示が継続する間はサルベージ作

業に着手できないため、営業できないことによる逸失利益、船舶の

劣化により廃船となる場合にはその損失が発生するおそれがある。

③ 今後は①同様の事態に対して、現段階では検討中であるが、国

土交通省において、船舶・コンテナ等の放射線測定について証明書

を付与するスキームを実施していく予定としているところ、各船社

において事前の放射線量測定等の対応のための費用が発生するもの

と考えられる。

３．当該損害に対してこれまでに講じられた施策

京浜港等周辺の放射線量を懸念する諸外国に対し、正確な情報を

発信するため、３月１８日から国土交通省のホームページ上で、京

浜港等の放射線測定情報を公表している。また、ＩＭＯ（国際海事

機関）等国際機関が発出した日本の港湾は安全である旨の文書を国

土交通省のホームページに掲載し、海運事業者、船員等に情報提供

するとともに、在京商工会、在京大使館員、外国プレスに対しても

説明を行っている。

しかしながら、各国において放射線量測定を行う動きは強化され

つつあり、上記のような費用が外航海運事業者において今後継続的

に発生していく見込み。
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原子力発電所事故による鉄道事業者の経済被害の状況について 
 

平成 23 年 4 月 14 日 
国土交通省鉄道局 

 
【ＪＲ東日本】 
ⅰ）損害を受けている地域における事業の概況 

ＪＲ東日本が営業する路線のうち、常磐線の一部（四ツ倉～鹿
島間、７５．２キロ）が屋内待避指示及び避難指示区域（以下 30
キロ圏）内にある。震災前の運行本数は上下合わせて 1 日４４本。 

 
ⅱ）現時点で把握している損害の状況、個別事例 

福島第一原発事故の影響により、30 ㎞圏内に関しては、被害状
況の把握もできず、復旧作業は着手の見通しもついていない。 
結果として、常磐線の当該区間については、長期間に及ぶ運転

見合わせを余儀なくされており、その分の鉄道収入の減収が発生
している。また、この事故を契機とし、近隣エリアに対しても出
控え等により、多額の減収が発生していると思われる。 
 

ⅲ）損害に対してこれまでに講じられた対策 
なし 

 
 

【ＪＲ貨物】 
ⅰ）損害を受けている地域における事業の概況 

ＪＲ東日本の常磐線の 30 ㎞圏内を走行する貨物列車が、震災前
上下合わせて１日８本だった。 
 

ⅱ）現時点で把握している損害の状況、個別事例 
常磐線を走行する貨物列車の運休等に伴う減収、迂回に要する

費用等の損害が発生している。 
 
ⅲ）損害に対してこれまでに講じられた対策 

なし 

 



【参考】　常磐線屋内待避指示・避難指示範囲対象路線図

半径３０ｋｍ 

常
磐
線 

東
北
線 

東
北
新
幹
線 

半径３０ｋｍ 

半径２０ｋｍ 

福島第一 
原発 

阿武隈急行 福島交通 

（避難指示範囲） 

（屋内待避指示範囲） 半径３０ｋｍ 

水
郡
線 

常
磐
線 

東
北
線 

東
北
新
幹
線 

磐越東線 

半径３０ｋｍ 

半径２０ｋｍ 

福島第一 
原発 

阿武隈急行 福島交通 

（避難指示範囲） 

（屋内待避指示範囲） 

平成２３年４月１４日１０：００現在 

      再開済区間 
      不通区間 
      常磐線屋内待避指示・ 
             避難指示範囲区間 



平成２３年４月１５日

国土交通省港湾局

港湾運送事業における原子力損害について

１．損害を受けている地域における港湾運送事業の概況

原子力損害を受けていると想定される東京港、横浜港及び川崎港（京浜港）

における港湾運送事業の概況は以下の通り。（下記の売上は平成２０年度推

計、事業者数は平成２２年３月末のもの。）

４港における売上：２，３２４億円 ４港における事業者数：２２４

２．現時点で把握している港湾運送事業の損害の概況・個別事例

震災後（３／１４～４／１０）、北米・欧州・中国等の定期航路で３３隻

の寄港取りやめがあった。このような寄港取りやめがあった結果、港湾運送

事業者が本来取り扱う予定であった貨物量が減少し、港湾運送事業者の売上

が減少している。

※取りやめの理由は、本社指示（１８隻）、船主の意向（２隻）、バース混

雑・スケジュール調整（７隻）、その他不明（６隻）。

３．当該損害に対してこれまでに講じられた対策

国土交通省として、これまでに京浜港等における近傍の大気中の放射線量

をホームページにおいて情報提供している。

また、以下の内容を含むガイドラインを速やかに策定する予定。

①使用する測定機器、コンテナの測定箇所等の放射線量の測定方法

②国際機関の基準値に準拠する放射線量に関する基準値

③検査日時、コンテナ番号、測定結果などのコンテナの放射線量について

の証明書の内容及びその発行方法

④基準値を超えたコンテナを検出した場合の対応方法

その上で、まずは横浜港を始めとする京浜港において、港湾関係者が一丸

となって四月中のできるだけ早い時期に大気、海水、船舶、コンテナの放射

線量測定を実施していく。



原子力発電所事故による経済被害の状況等について 

平成 23 年 4 月 14 日時点把握分 

 

国土交通省 政策統括官付     

参事官（物流施設・複合物流）室 

 

 

ⅰ）損害を受けていることが想定される地域における当該事業の概要 

〈倉庫業〉 

 ・20km 圏内    4 社 6 倉庫（うち冷蔵倉庫 2社 2倉庫） 

 ・20km～30km 圏内 1 社 1 倉庫 

※ 上記倉庫については全て営業停止中 

〈貨物利用運送業〉 

 ・20km 圏内にかかる市町村を拠点とする事業者数     71 社 

 ・20km～30km 圏内にかかる市町村を拠点とする事業者数 136 社 

※ 事業者数は台帳登録住所をもとに算出 

※ その他 30km 圏内に営業所等を設置している事業者は多数ある 

※ 各事業者の営業状況については現在確認中 

 

ⅱ）現時点で把握している損害の概況・個別事例 

〈倉庫業〉 

 ・上記 30km 圏内の 7倉庫については原発事故以降、営業停止中（受託物への

被害については現在調査中） 

 ・30km 圏外の倉庫についても原発周辺の広い地域で寄託者からの新規入庫が

全くなく、在庫量が減少している事業者有り（出庫業務は実施） 

 ・製氷事業については、30km 圏外の事業者であっても原発周辺の広い地域で

風評被害により壊滅に近い状態 

〈貨物利用運送業〉 

・原発近隣地域において、営業所の閉鎖、受託停止等により取扱量が減少 

・避難地域の工場等が操業していないことから同地域における取扱量が減少 

 ・委託事業者の周辺地域への輸送の拒否、福島ナンバーへの風評被害有り 

 ・日本からのコンテナについて洗浄代を請求された事例有り（福島県メーカ

ーの輸出製品） 

・福島県発かどうかにかかわらず、日本からの輸出貨物で現地輸入者から放 

射線量の測定、検査証明書の添付等を求められている事例多数 



国 土 交 通 省  
総合政策局建設業課  

原発事故による建設業の経済的被害について 
 
１．対象地域※における建設業の概況 
  （※福島第１原発の 20km 圏内、第２原発の 10km 圏内、計画的避難区域を含む 12 市町村） 

 
 ①企業数 1,382 社   

※平成 21 年経済センサス（総務省）から、対象地域の企業数を合計。  
 ②従業者数 11,742 人   

※平成 21 年経済センサス（総務省）から、対象地域の建設業の従業者数を合計。  
 ③年間建設投資額 約 1000 億円 （推計） 

※「平成 21 年度建設総合統計（国交省）の福島県の建設投資額」×「対象地域の建設業の従

業者数」÷「福島県の建設業の従業者数」。  
 
２．損害について 
（１）営業上の損害 
 

①工事の継続が困難 
  ・途中まで工事を行ったが、立入禁止等により、完成の見込みが立たない案件

の存在。 
  ・工作物が被爆し、工事のやり直しが必要な案件の存在。 
  ※建設工事は請負工事  

 
②新規受注工事は皆無 
 
③従業員の避難により会社機能が停止 

  ・対象地域以外で営業しようにも従業員が参集・出勤できない。 
 ・技術者が遠方に避難しているため、配置予定技術者を登録できないため入札

できない。 
 
④営業拠点の移転は事業活動にマイナス 
 ・物理的な移転費用にとどまらず、これまで蓄積された地域での実績が評価さ

れず、下請企業が活用できない、新たな資材調達先の発掘など、受注減少や

コスト増を招く。 
  ・県、市町村の発注工事の多くには地域要件が付加されており、入札参加自体

が困難。 



  ・完成工事高の減少に伴う経営事項審査の評点の悪化による受注減少。 
・資金調達コストの増加。 

  
⑤従業員の継続雇用に係る費用 

  ・従業員の生活、今後の建設工事の受注意欲から、現時点で仕事はなくとも従

業員は解雇できない。なお、建設業法では、継続的雇用関係にある者でなけ

れば、現場に監理技術者等として配置できない。 
 
 
（２）重機（バックホウ、ブルドーザ、ダンプトラック等）、資機材（鉄筋、合板等） 
  ・対象地域で建設業者が保有又はリースしている重機は、約 2,000 台（バックホ

ウ、トラクタショベル、ブルドーザ）と推計。 
    ※平成 19 年度建設機械動向調査報告（経産省・国交省）より推計。  
  ・自社保有している重機は、使用不能のため再調達の必要あり。 

・リースしている重機は、リース業者から買取り請求が発生している。 
  ・汚染された重機、資機材の除染や処分費用が発生する。 

※建設機械の標準価格は以下のとおり。  

      バックホウ（400 万円～2500 万円）、トラクタショベル（600 万円～3900 万円）、ブ

ルドーザ（800 万円～4300 万円）  

 
   
（３）その他 
  ・対象地域以外でも、電力供給力不足に伴う工期延長、費用負担増による損害

が発生。 
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